様式第1号-2(第４条関係)

　　年　　月　　日
（あて先）稲城市商工会長　様
　                                 　　　　　住　　所
　                         　　　　　申請者　名　　称
　                                　　 　　　代表者名　　　　　　　　　　　　㊞
　
　　令和元年度　稲城市商工会新製品・新技術・ITツール導入・知的財産支援事業費
(知的財産の取得申請に係る事業)補助金交付申請書
　稲城市商工会新製品・新技術・ITツール導入・知的財産支援事業費補助金の交付を受けたいので、稲城市商工会新製品・新技術・ITツール導入・知的財産支援事業費補助金交付要綱第４条第２項の規定に基づき、下記のとおり申請します。
記
１　交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２　補助対象事業等の名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
３　補助対象事業の内容は別紙(1)のとおり
４　支出内訳書は別紙(2)のとおり
別紙(１)
令和元年度稲城市商工会新製品・新技術・ITツール導入・知的財産支援事業の
事業計画書及び収支予算書
	事
業
計
画
概
要

	

	収　　　　　　入
	支　　　　　　出

	項目及び内容
	金　額
	補助金
充当額
	項目及び内容
	金　額
	補助金
充当額

	
	円

	円

	
	円

	円


	合　　計
	
	
	合　　計
	
	


別紙(2)

支　出　内　訳　書
	項目・内容等
	金　　額

	
	円


	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	合　　　　　計
	


稲城市商工会新製品・新技術・ITツール導入・知的財産支援事業費補助金交付要綱第４条第２項抜粋
（補助金の交付の申請）

第４条 
第２項　第２条（４）の事業　補助金の交付を受けようとする商工会会員は、稲城市商工会新製品・新技術・ITツール導入・知的財産支援事業費(知的財産の取得申請事業)補助金交付申請書(様式第1号-2)に、次に掲げる書類を添付して稲城市商工会長に提出しなければならない。

　　ア
登記簿謄本（個人の場合は住民票）＊発行日が3ヶ月以内のもの

イ
補助対象事業の内容が具体的にわかるもの

ウ　経歴（社歴）書、会社案内、直近の法人市民税(個人市民税)納付書等

